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Ⅰ　初めに

1　研究背景と目的
　グローバル化の進展といった外部環境の変化と高等
教育の大衆化，公的資金の減少やガバナンス改革など
の内部変化といった要因が，高等教育に大きく影響を
与えている。このような変化に対応し，大学の国際競
争力を強化するために，日本において大学の国際化
が喫緊の課題になっている（太田 , 2011）。その中で，

外国人教員が国際化の先鋒とされ，より多様的・効果
的・競争的な大学作りに役に立つ可能性が高いと認め
られている（Altbach & Yudkevich, 2017）。そのため，
高度的な知識・技能のある外国人教員を受け入れるこ
とが大学の国際化の重要な戦略の一つとされている。
近年，日本では，G30やスーパーグローバル創成支援
事業などの政策に対応し，外国人教員の配置や国際
公募などが実施されている。それに，Times Higher 
Education や QS World University Rankings などで
は大学を順位付ける際には，外国人教員の比率が重要
な指標の一つとして採用されている。よって，日本
の大学が国際的な地位獲得を目指し，「世界水準大学

（World-class University）」として取り扱われるため
に，外国人教員を積極的に受け入れようとしている。
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図１　分析枠組み
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それにより，本務者である外国人教員の日本全体教員
に占める比率が，過去30年間に，1983年の1.17%から，
2019年の4.70%へと，量的な増加が示されている（学
校基本調査 , 2020）。
　それにも関わらず，日本の大学の国際化は，他の
先進諸国より遅れており，本質的な国際化とは言い
難いと指摘された（太田 , 2011）。「国際化」は，明確
な定義がないが，世界の高等教育国際化論者の間で
合意が見られており，それは国際的・グローバルな
特質をインテグレートするプロセスである（Knight, 
2003; Hudzik, 2015）。だが，日本は典型的なヒエラル
キー構造の国家であり（Shin, 2015），管理運営や意思
決定のプロセスにおける，リーダー層の意識が主導的
な影響を与えると言える。しかしながら，日本のリー
ダー層は変わりたくない潜在意識が強く，国際化に向
けての根本的な変化が，この階層では起こりにくいと
言えよう（Stewart & Miyahara, 2011）。以上の理由
で，日本における大学の国際化への変革は，依然とし
て新たな内在的な意識・価値観が欠如しており，本来
的な意味での国際化と若干異なるところがあり，し
ばらく表面上の国際化に終わるとの指摘が多い（太
田，2016）。その中，外国人教員のシンボル化問題が
表面上の国際化の典型的な事例として，しばしば指摘
されている。たとえば，日本の大学における多くの外
国人教員が，主に国際化の外観を作るためのショー・
ウィンドウという役割を果たしており（Befu, 2001; 
Lie, 2001; McVeigh, 2002; Stewart & Miyahara, 2011; 
Yoder, 2011），日本の大学教授市場への参入が様々な
障壁によって阻まれている（Arudou, 2007; Whitsed 
& Wright, 2011; Brown, 2019; Brotherhood et al., 
2019）。よって，外国人教員の受入とともに，外国人
教員のインテグレーションもしばしば取り上げられて
いる（MEXT, 2003; Whitsed & Wright, 2011; 太田 , 
2011; 新経済連盟 , 2018; Brotherhood et al., 2019）。
　しかしながら，ここでは，重要な課題が抜け落ちて
いるように思われる。それは，外国人教員のインテグ
レーションへのさらなる分析である。これまで，日本
の移民研究における，異文化滞在者の日本社会との理
想的な関わりを表すためには，「適応」，「多文化共生」
や「統合」などのタームが使用されるが，これらの類
似語について，明確的に定義し，使い分けられたとは
言い難い。そのため，本稿では，「Integration」の日
本語表記である「インテグレーション」を用いること
にした。だが，そもそも，日本の文脈で，インテグレー
ションとは何なのかについては，一義的な定義がなく，
各学者，論者や専門家の専門領域によって，理解が多
岐にわたる。そこで，インテグレーションを理念的に

理解することと実践的に捉えることが，これからの理
論研究や社会施策に役に立ち，基礎研究として重要な
意義があると思われる。
　一方，高等教育の国際化により，外国人教員のイン
テグレーションを巡る課題を研究することが，大学の
国際化や移民理論と繋がると考えられる。特に，より
具体的な支援策や対応策を講じるためには，彼らを日
本の大学にインテグレートするための要因を解明する
ことが必要である。だが，今まで行われた異文化滞在
者のインテグレーションの影響要因に関する和文文献
を概観してみると，留学生，難民や移民が主な研究対
象であり，専門職への注目はわずかである（畠中・田中 , 
2013）。その僅少な専門職を対象とした先行研究の中，
会社派遣者・帰任者（内藤 , 2013; 宮城・中井 , 2017）
や外国人看護師・介護者（畠中・田中 , 2013）などが
主な研究対象とされている。日本の大学での外国人教
員のインテグレーションに注目した研究が殆どない。
日本の大学に新しい視点を与え，教育研究の質を改善
し，多様性に富むことに貢献するために，外国人教員
のインテグレーションは喫緊な課題として認識されべ
きと考えられる（Altbach & Yudkevich, 2017）。
　そこで，本研究では，日本における，移民研究の理
論に照らしつつ，日本の大学における外国人教員のイ
ンテグレーションを実証的に捉え，その影響要因を解
明するために，インテグレーションと外国人教員を巡
る先行研究を整理し分析することを通じて，今後の課
題を提示することを目的としている。
2　本稿の枠組み
　本稿の枠組みについては，図１が示した通りに，ま
ず，研究背景，研究目的と本研究の位置づけを述べる。
次節（Ⅱ節）では，インテグレーションの由来と指標
を整理し分析することで，高等教育学の視点から，イ
ンテグレーションと外国人教員のインテグレーション
を定義してみる。Ⅲ節では，日本の大学における，外
国人教員に関する先行研究をまとめることにより，外
国人教員のインテグレーションを巡る議論がどこまで
進んでいるのかを把握してみる。Ⅳ，Ⅴ節において，
考察や今後の課題を提示することで，本稿をまとめる。
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Ⅱ　インテグレーションに関わる論考

　本節では，国内外の移民研究を参考しつつ，インテ
グレーションの由来と指標を明らかにした上で，高等
教育学の視点から，インテグレーションと外国人教員
のインテグレーションを定義する。
1　インテグレーションの由来
　日本における，これまで異質な人々のかかわりの
あり方については「共生」というタームを使ってき
た。「共生」というのは，元々生物学での「symbiosis」
の訳語であり，「共に生きていく」を意味し（北脇 , 
2008），異文化背景を持つ人々との共通理解が大切に
されている。この「共生」の概念を使って，「多文化
共生」という言葉が現時点では，移民政策・研究の中
で使用されている。たとえば，総務省に「多文化共生
の推進に関する研究会」がある。総務省によると，多
文化共生を「国籍や民族などの異なる人々が，互いの
文化的ちがいを認め合い，対等な関係を築こうとしな
がら，地域社会の構成員として共に生きていくこと」
と定義している（総務省 , 2006）。しかしながら，「共
生」に関して，以下のいくつかの問題点が指摘された。
まず，「共生」というのは，常に完全的にホスト社会
に適合できない際に使われるため，「共生」を使うと，
自らの良い影響を強調し，その適合できない現状から
逃げたいか，またはその現状を無視かという傾向があ
ると指摘された（梶田・丹野・樋口 , 2005）。さらに，

「共生」というタームは，ホスト社会における不平等
な待遇に対して，異文化滞在者がホスト社会の人々と
生きていくという一方的な主観的な態度を表す意味合
いが強く，ホスト社会からの視点が欠けている（北脇 , 
2008）。さらに，「多文化共生」を言うと，共生するの
は「文化」や「エスニシティ」のみの単位と誤解され，
ホスト社会での政治，経済や社会構造などが起因とし
た問題でも，文化やエスニシティに原因を帰結する傾
向が見られた（梶田・丹野・樋口 , 2005）。そのため，
研究者や学者は「多文化共生」というタームの使用に
批判的な目を向けている（荻野 , 2018）。
　これにより，近年，「統合」が「多文化共生」の代
わりに，異文化滞在者と日本人との理想的なかかわり
方を表すための用語として取り上げられてきた。だが，

「多文化共生」と同じく，「統合」が明確に定義された
とは言い難く，専門家によって定義が多様である。広
く認識されたのは，「２つ以上のグループ・部署・企
業などをひとつにまとめること」であるが，「周辺的
なものを中心的なものに取り入れる」というニュアン
スがつきまとっているため，「Integration」の本来の
意味とは異なっている。一方で，樋口は，「統合」を「異

なるエスニック集団が，社会文化的領域で集団の境界
と独自性を維持しつつ，政治経済的領域での平等を可
能にすること」と定義した（樋口 , 2005:298）。この定
義により，異文化滞在者であるか否かにも関わらず，
各社会構成員が政治，経済や各社会領域において，平
等である状態を示している。異文化滞在者が社会文化
やエスニックなどが原因で，ホスト社会に隔離や差別
的な扱いされることがなく，平等が実現できている状
態を表している。しかしながら，この定義は，「多文
化共生」の理念と類似する「各文化・エスニック集団
が各集団の境界と独自性を維持する」ことを述べてい
るため，「多文化共生」と明確に分けられたとは言い
難いと思われる。
　以上の理由で，本研究では，「integration」の日
本語表記である「インテグレーション」を用いるこ
とにした。インテグレーション（integration）は，

「一つにまとまった完全な状態にする」を意味する
「integrate」という動詞から来ている。英和辞書によ
れば，「integration」は「まとめる，完全なものにする。
人種・宗教的差別を廃止する」という意味がある。以
上の背景を受け，本研究では，「integration」の日本
語表記である「インテグレーション」を「ある社会に
共存する異質的な人々が，その異質な文化差を否定せ
ずに，平等的な関係という前提で，交流し合い，異質
な文化的，社会的，道徳的特性を受け入れ，お互いに
認め合うことによって，多様的・複合的な状態で生き
ていく双方向的な長期プロセス」と定義しておきたい。
2　インテグレーションの指標
　本節では，インテグレーションが理論研究において，
どのような指標により捉えられているのかを見てみた
い。今まで日本における異文化滞在者に関する論考を
概観してみると，前述した通りに，インテグレーショ
ンの類似概念である「異文化適応」，「共生」，「統合」
などが使用されており，「インテグレーション」とい
うタームの使用は僅かである。そのため，この部分で
は，これらの類似概念を使用した研究を参考しつつ，
インテグレーションを捉えるための指標を検討する。
具体的には，抽象的な指標と具体的な指標に分けられ
ている。
2.1　抽象的な指標
　抽象的な指標とは，理論研究においてよく使われる
項目であり，実践的には捉えにくく，理念的にインテ
グレーションを表すことである。主に社会文化的な側
面と精神的な側面から，議論を進めることとしたい。
　まず，インテグレーションの代表的な理論とし
て，図２に示した通りに，Berry（1997）の異文化
滞在者が異文化に適応するための異文化適応方略



図３　異文化感受性発達モデル
（Bennett, 1993, p.46より作成）
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（Acculturation Strategies）がある。この理論では，
異文化滞在者を対象に，①自文化のアイデンティティ
と特徴の維持を重視するのか？②ホスト社会との関係
の維持を重視するのか？との問いへの「はい」と「い
いえ」という回答で，４類型に分け，①と②とも「は
い」と答えた人の方略を「統合（Integration）」とし
た（Berry, 1997）。この方略は，異文化滞在者のアイ
デンティティを指標とし，自文化のアイデンティティ
と特徴を維持しつつ，ホスト社会のアイデンティティ
と特徴も積極的に取り入れていくという状態として捉
えられている。

図２　異文化適応方略（Berry, 1997, p.10より作成）

　社会文化を指標とし，もう一つ注目された枠組み
は，図３が示した Bennett の異文化感受性発達モデ
ル（Development Model of Intercultural Sensitivity）
である（Bennett, 1993）。本モデルは大きく自文
化 中 心 主 義（Ethnocentrism） と 文 化 相 対 主 義
(Ethnorelativism) に分けられており，そこにそれぞれ
三つの段階があり，計６つの段階をモデル化してい
る。いわゆる，自文化中心主義の否定（Denial），防
御（Defense），最小化（Minimization）と文化相対主
義の受容（Acceptance），適応（Adaptation），統合

（Integration）である。自文化中心主義段階では，自
分の文化を中心とする段階であり，異なる文化に対し
ては，自分の文化と違うことを認識しており，距離を
保つことで行動的，認知的に異文化の存在を避ける。
それに対して，文化相対主義では，自文化と異なる異
文化も数多く存在することを認識し，行動的，認知的
にこれらの文化を一つにする過程である。最後の段階
としての Integration では，自文化と異文化と融合し，
どの文化に身を置いても，行動的と認知的に自分のア
イデンティティに適合できるようになる状態である。

　一方で，異文化滞在者の精神的な動きもインテグ
レーションの指標として議論されている。これは，心
理学の観点から，ある特定の文化，地域，民族や国
への帰属意識，あるいは様々な側面での満足感などに
よって，評価される。たとえば，近年，日本における
インドネシア難民が，日本社会にインテグレートで
きず，「疎外感を持って」いるとの指摘がある（滝澤 , 
2017）。ここでの疎外感は，難民が日本社会に対して，
帰属意識が低く，インテグレーション程度が低いと理
解できよう。そして，畠中・田中（2013）の外国人看
護師・介護者を対象とした研究では，外国人のメンタ
ルヘルスが精神的適応とされ，「活力」と「精神的な
安定」という二つの側面から外国人看護師・介護者の
心身健康を捉えている。
2.2　具体的な指標
　実践的な社会支援・社会施策の中で，インテグレー
ションが具体的な指標によって捉えられている。最も
代表的な文献が Ager & Strang（2008）のインテグ
レーションおけるコアドメイン群の概念的枠組みで
ある。この枠組みが提示されて以降，移民・難民問
題に関する研究の中で，しばしば引用された。Ager 
& Strang の本枠組みは，英国における難民のインテ
グレーションの主要素を解明するために，複数の研究
方法を用い，分析してきた結果である。まず，彼らは
テキストマイニングにより，先行研究や文献資料か
ら出た200ぐらいインテグレーションの指標を整理し
た。これにより，62名の質的な半構造化インタビュー
を実施し，上述した指標を絞り込んだ。さらに，質問
票調査によって，各指標の関連性を究明した上で，分
類した。最後には，英国における三つの主要検証セミ
ナー（Major Verifi cation Seminars）で研究結果を発
表し，ディスカッションやフィードバックなどによ
り，本枠組みを検証してきた。図４に示したように，
この構成要素は４つの分野に分類された10の領域から
なっている。基盤の Foundation 分野は，Rights and 
Citizenship（権利と義務）のみが存在している。そして，
促進要因としての Facilitators 分野では，Language 
and Cultural Knowledge（言語と文化の相互理解）と
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Safety and Stability（安全・安心感）に分類されてい
る。さらに，Social Connection（社会的結束）分野
は，Social Bridges（社会的連帯），Social Bonds（社
会的結束），Social Links（社会的連携）から構成され
ている。最後に，Markers and Means（手段）分野は，
Employment（雇用），Housing（住居），Education（教
育），Health（医療保険）の各領域を含む。

図４　インテグレーションおけるコアドメイン群の概
念的枠組み（出典：Ager & Strang, 2008, p.170）

　日本にも，類似する議論が見られた。井口ら（2013）
は，難民問題に関する専門的なジャーナルで，日本で
の難民の社会統合（Integration）について，議論を行っ
てきた。日本における，難民の「日本語教育，学校教
育，社会的地位，外国人（同胞）コミュニティの存在」
が，彼らの社会統合と直接関わると述べた。また，難
民の「定住」や「社会統合」に関して，「就労・住居・
教育・保健医療」といった要素に加え，外部のコミュ
ニティへアクセスするための言語能力や社会参加も必
要と指摘された（石川 , 2014）。さらに，職業人のイ
ンテグレーションについては，精神的な動きに加え，
職場，社会文化と自己実現も議論になっている（Black 
et al., 1991; Aycan, 1997; Ward & Kennedy, 1999; 畠
中・田中 , 2013）。精神的インテグレーションと社会
文化的インテグレーションは，職業的インテグレー
ションと自己実現の基軸であるという知見が得られた

（Ward & Kennedy, 1999; 畠中・田中 , 2013）。よって，
異文化滞在者のインテグレーションを多方面からの指
標により捉えていると言えよう。
　レビューの通りに，インテグレーションは，異なる
研究での異なる指標により捉えられるが，以下のいく
つかの観点を含むことが分かってきた。いわゆる，異
文化滞在者のホスト社会への文化的や精神的な適合度
と並び，日本人と対等に，社会構成員としての社会参
加や基本的人権の付与，または職場での地位の獲得や

自己達成感などの測定である。上述した理論を踏まえ，
日本の大学における，外国人教員のインテグレーショ
ンを「外国人教員が，国籍，民族や異文化などの原因
により差別化されずに，日本人と対等的な権利を与え
られた上で，日本の大学や日本社会でのライフイベン
トへの参加を通じて，外国人教員側と日本側が相互的
に異質的な要素を認め合うことにより，日本に対する
帰属意識やコミットメントを形成するプロセス」と定
義しよう。

Ⅲ　日本の大学における，外国人教員
を巡る先行研究

　本節の目的は，日本の大学における，外国人教員を
巡る先行研究をレビューすることである。これによ
り，外国人教員の実態を把握し，彼らのインテグレー
ションを巡る議論がどこまで進んでいるのかを把握し
たい。
1　外国人教員の実態，特性や意識等
　外国人教員を対象とした日本最初の調査として，喜
多村（1980）は「大学の国際化」に焦点をあて，日本
の大学における，371名外国人教員を研究対象とし，
全国調査を行い，外国人教員の実態や大学への意識を
分析した。近年，大学の国際化の進展に伴い，外国人
教員が国際化のメインアクターの一つとして，ますま
す注目を浴びつつある。米澤・石田（2012）は，34の
日本の大学での326名常勤外国人教員を対象に，彼ら
の日本の大学での教育研究活動と満足度や今後の展望
などの意識に関して，質問票調査を行った。そして，
藤村（2016）では，国立大学及び共同利用施設・研究
所で勤務する外国人教員を調査対象とし，これらの機
関での外国人教員の個人属性，機関属性や仕事経験を
明らかにした。最も代表的・包括的な研究は，最近，
黄を代表とした「外国人教員の採用に関する国際比較
研究」の全国調査であり，調査票配付総数は4076であ
り，1285名の有効回答を得た。黄・大膳（2020）では，
外国人教員の採用の一環として，国際比較を行うため
に，日本のすべての大学での外国人教員を対象とし，
彼らの属性的な特徴，学術生活，役割責任，意識や直
面する課題などの情報を収集した。
　これらの研究が，外国人教員に関わる課題に様々
な側面から優れた知見を提供してきた。まず，外国
人教員の日本の大学への参入動機に関して，主とし
ては学術的・職業的な理由であることが分かったが

（Huang, 2018），理系と言語教育系教員を区別してみ
れば，理系教員の方がより研究条件と研究環境を重視
し，言語教育系教員では，労働条件と教育の環境を重
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視する傾向が強い（米澤・石田，2012）。この成果は，
Murakami（2009）により，日本での科学技術者を対
象とした研究から得た結果と一致している。
　そして，外国人教員の個人属性・特徴と役割に関し
て，黄・李（2011）は，東京大学のケーススタディー
を通して，日本の高等教育機関に勤務する外国人教員
の構造的な変化と特徴をまとめたが，より包括的・画
期的な業績としては，Huang（2018）の成果である。
当稿によると，日本の大学における外国人教員は，彼
らの役割に基づき，中韓（中国・韓国）組，英米（英国・
米国）組とその他の組といった三つのグループに分け
られる。そして，中韓組と英米組の差異に関して，次
のような知見を提供した。中韓組の教員は，主に博士
号所有者であり，教授が多く，自然・社会科学に集中し，
より高い日本語文章力を持ち，研究活動を重視し，研
究成果で所属大学の国際的な名声を博するという役割
を果たしている。それに対して，英米組では，主に人
文社会に属する准教授であり，修士号の取得者が多く，
より低い日本語文章力を持ち，主に語学教育に従事し，
教育志向が強い教員とされる。中韓組と英米組の教員
の属性的特徴や役割が上述した大きく異なるが，彼ら
は同じ日本の大学での外国人教員として，同じく日本
人教員の従事できない役割が期待されている。たとえ
ば，国際活動の実施や国際的な名声を博することなど
がある。
　さらに，日本の大学への意識に関しては，英米組の
外国人教員は，日本の国際化の戦略に批判的な目を向
けている。だが，外国人教員は所属機関への満足度は
全体的には低いとは言えない。外国人教員の満足度に
関して，米澤・石田（2012）も同じ成果を示し，その
上，外国人教員の日本の大学への定着意欲は日本人教
員より高いことも提示した。
2　外国人教員のインテグレーションに関わる研究
　異文化滞在者である外国人教員は日本というホスト
国にどのくらいインテグレートしているのかを見てみ
たい。外国人教員任用法の実施によって，外国人教員
による「国籍の壁」が消除されたが，日本人は純粋血
統主義があり，国籍にこだわりがあるため，外国人教
員は依然として「心の壁」によって，差別化されてい
る（徐 , 2005）。この部分は主に，職場（日本の大学）
と日本社会という二つの側面から検討を進めたい。
　そもそも，大学の国際化や大学の国際競争力を促進
し，学問に新たな視点を注入するために，優れた専門
知識や技能のある高度人材である外国人教員を受け入
れるが，その中，多くの外国人教員が，対外的に国際
化の外観を作るためのショー・ウィンドウとして，大
学を宣伝し大学の国際化を可視化するための目的で受

け入れられたと指摘された（McVeigh, 2002; Stewart 
& Miyahara, 2011）。特に，外観から外国人と認めら
れ，アジア系ではない外国人教員のことである（Befu, 
2001; Lie, 2001; Yoder, 2011）。このような状況が，特
に語学教育を担当する外国人教員の中に多く存在する
と言えよう。なぜかというと，これらの外国人教員は，
専門分野と関わらず，外国人の外観と外国語の母語者
との特質で，日本の大学に採用されたことが多いか
らである（McVeigh, 2002）。そのため，日本人教員
の“regular Japanese faculty”に対して，外国人教
員が“otherized”と見なされる（Tsuneyoshi, 2005）。
一方で，日本の大学における外国人教員は，教育や研
究などの伝統的な仕事以外，日本人教員の従事したく
ない，あるいはできない仕事も担当することになった

（Tsuneyoshi, 2005; Huang, 2018; Brotherhood et al., 
2019）。そして，大学の制度への了解の欠如や日本の
大学の管理運営システムなどの要因により，外国人教
員が大学の管理運営やガバナンスへの参加が制限され
ている（Altbach&Yudkevich, 2017）。さらに，外国
人教員のキャリアへのプロモーション機会の提供が日
本人教員より少なく（徐 , 2005; McNeill, 2007），今勤
務している外国人教員の職位から見れば，他の先進国
と比べると，機関レベルでの外国人管理者の数が極め
て少ない（Huang, 2018）。元々，他の先進国と比べ，
日本は外国人教員への関心がより遅れている（Paige, 
2005）。近年，外国人教員を受け入れるために，様々
な政策，制度やプログラムに積極的に取り組んでいる
が，上述した外国人教員に関する問題点への対応につ
いては，日本の大学や高等教育機関からの実践的施策
が未だに十分とは言えない。その結果，大学の国際
競争力を強化し，学術価値を生みたすことを目的と
した外国人教員が学術主流の周辺に位置付けられ，国
際化のシンボル化という問題を生み出した（Arudou, 
2007; Whitsed & Wright, 2011; Stewart & Miyahara, 
2011; Brown, 2019; Brotherhood et al., 2019）。
　一方で，外国人教員の日本社会へのインテグレー
ションに関する先行研究は非常に限定されている。米
澤・石田（2012）は住居，ソーシャルネットワーク，
社会活動と日本社会での満足度という四つの要素を指
標とし，外国人教員の日本社会とのインテグレーショ
ンの実態を探索した。日本語能力が日本社会へインテ
グレートするための非常に重要な要素となり，日本社
会での生活満足度と直接関連しているため，外国人教
員がより質の高い生活を送るためには，大学の支援が
重要であると提言した。また，李（2020）は，地方国
立大学である S 大学をケースステディーとして，当大
学での外国人教員の役割と意識を分析した。外国人教
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員が日本に就くためには，日本語能力のみならず，日
本文化への理解や日本社会への適合も必要であるとの
知見を得た。Jia（2019）では，質的なアプローチにより，
文化的市民実践（cultural citizenship practices）に焦
点を当て，大学，コミュニティーと家庭といった三つ
の側面から，日本の大学における中国人教員が多文化
社会における自らの権力・利益を守るための戦略を検
討した。大学という分野における，中国人教員は中国
の文化・経済・社会への深い理解を利用し，中国と関
連ある教育・研究活動を積極的に実施する。コミュニ
ティーという分野では，中国と日本の両方への理解や
ネットワークを利用し，両国の人々の間の相互理解と
交流を促進するための活動を行っている。一方で，彼
らの家庭に関しては，キャリアパス，移民の決定，子
供の教育などの重要な事項に取り組んでいる。中国人
教員の日本社会との関わりを多面的に検討し分析し
た。
　このように，これまで日本の大学における外国人教
員に関する先行研究において，外国人教員の就職動
機，属性特徴，活動状況，満足度や今後の展望などの
解明に加え，職場（日本の大学）と日本社会との関わ
りにより，彼らのインテグレーションの現状も明らか
にした。だが，以下のいくつかの見逃した課題がある
と考えられる。まず，外国人教員のインテグレーショ
ンへの研究関心が極めて少ないと言えよう。本稿のレ
ビューにより，外国人教員の現状や特性などが分かっ
たが，外国人教員のインテグレーションに着目する研
究が殆どなかったため，これからこの領域の研究の実
施が必要であると思われる。次に，今までの研究は，
ナラティブの現状に留まり，外国人教員が直面する問
題点・課題に対応するために，これらの問題点に関す
る要因究明や対応策についてのさらなる研究が望まれ
る。また，外国人教員の主観的な体験や感情への焦点
がない。外国人教員が異文化滞在者として，現状に対
してどのように認識し評価するのかとかの心理的動き
は明らかにされてこなかった。そもそも，インテグレー
トしたいのかどうか，あるいはする必要があるかどう
かに関しては，当事者である外国人教員に聞くべきだ
と思われる。今後，外国人教員の心理的な動きを加味
した研究が期待されている。さらに，所属機関側から
の観点が欠如している。今までの研究は，主に量的と
質的なアプローチにより，外国人教員を研究対象とし
て，進んでいるが，彼らのホスト機関への着目が少な
い。より包括的に外国人教員の現状を把握するために
は，ホスト機関からの観点も重要と思われる。最後で
は，外国人教員の異なる背景への分析が欠けている。
外国人教員の職位，専門分野，学歴取得地などの違い

により，彼らの職場でのあり方が変わってくる。そこ
で，研究成果がより一般化できるためには，外国人教
員の背景への配慮が必要と思われる。

Ⅳ　今後の課題

　本節では，以上の先行研究のレビューに基づき，本
文で挙げた課題とともに，日本の大学における外国人
教員のインテグレーションに関して，重要と思われる
観点を改めてまとめて提示したい。
　第１は，インテグレーションの定義である。そもそ
も，インテグレーションというタームが，一義的な理
解がない。これにより，同じくインテグレーションを
巡る研究だとしても，研究成果が一般化できるかにつ
いては更なる検証する必要があると思われる。そのた
め，明確的な合意が見られる定義が今後の研究にて重
要な課題とされるべきである。
　第２は，外国人教員のインテグレーションを実践的
に捉えることである。インテグレーションの曖昧的な
概念により，いかに実践的にインテグレーションを捉
えることが困難に思われる。本稿のレビューにより，
異文化滞在者のインテグレーションが，多分野・多要
素により捉えられている。社会文化と精神への関心の
みならず，教育，住居，言語，仕事と社会的連携など
への配慮も含まれ，また，日本社会や職場への着目に
加え，家族のインテグレーションの状況も検討された。
そういう意味で，インテグレーションは，一枚岩では
なく，各側面を配慮しつつ，より包括的に分析するこ
とが好ましいと思われる。
　第３は，外国人教員の異なる背景に配慮することで
ある。既に述べたように，外国人教員のインテグレー
ションが，彼らの職位，専門分野，就職動機や経歴な
どといった背景により異なる可能性が高い。一方で，
各外国人教員がインテグレーションの領域は必ずしも
同じとは言い難い。たとえば，豊かなキャリアを希望
する外国人教員は，仕事や職場にインテグレートする
ことが重要に思われるが，日本の社会文化へのインテ
グレーションは彼らの選択によるだろう。また，日本
の大学に新たな視点を注入することが期待される外国
人教員では，むしろ日本の社会文化にインテグレート
しない方が好ましいと言えよう。そのため，外国人教
員のインテグレーションを考察する際，外国人教員の
背景やインテグレーションの領域を分析するには慎重
を期する必要がある。
　第４は，インテグレーションの双方向プロセスに着
目することである。外国人教員のインテグレーション
は，外国人教員はいかに日本というホストにインテグ
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レートし，ホストとしての日本はいかに外国人教員を
受け入れるのかという双方的なプロセスと認識されて
いる。そのため，外国人教員がインテグレーションに
なっているか否かといった静止した状態より，このダ
イナミックなプロセスに注目すべきと思われる。すな
わち，日本の大学や社会が，外国人教員に対して，ど
の程度開放しているのかや，外国人教員はどのような
戦略を立て，彼らのインテグレーションは，どのよう
な要因に影響されたのかなどについてのプロセスであ
る。このプロセスを分析することを通じて，外国人教
員のインテグレーションに，今後より具体的な対応策
を講じるためには役に立つと思われる。
　第５は，外国人教員のインテグレーションのアウト
カムのことである。この点については，第３点と関連
するが，そもそもある特定の外国人教員がある領域に
インテグレートすることで，どのようなアウトカムが
出るのか。すなわち，高度的な知識・技能を持つ外国
人教員は，日本と日本の大学の発展にとって，重要な
役割を担うが，彼らのインテグレーションを通じて，
外国人教員自分，または日本の大学や社会に，どのよ
うな影響があるのか。このアウトカムについて究明す
ることが，大学の国際化を巡る課題に，理念的・実践
的な考察を提示することに重要な意義があると考えら
れる。

Ⅴ　まとめ

　近年，大学の国際化に伴い，人材の流動性が高まる
中，大学の国際競争力と国際展開を強化するために，
高度的な知識と技能を持つ外国人教員の獲得が，世界
中で激しい競争になっている。そこで，外国人教員の
受入のみならず，いかに外国人教員を日本の大学に留
まらせるのかも重要な課題に思われる。本稿は，日本
の大学における，外国人教員のインテグレーションを
巡る研究動向を二つの節に分けて整理し，高等教育学
の視点から，インテグレーションと外国人教員のイン
テグレーションを定義し，重要と思われる課題を提示
した。本稿の研究結果を生かし，今後，大学の国際化
や外国人教員のインテグレーションに関わる理論研究
と高等教育機関という現場での現行政策・制度の実践
に貢献できることが期待されている。
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